
令和９年度 札幌市重点要望（5/15調査特別委員会資料からの主な修正点） 資料１

分 野 項 ⽬ 名
P２

子ども・若者 義務教育における給食費の完全無償化及び地域特性を踏まえた部活動改革への支援

旧 新

（項目名）

義務教育における保護者負担の軽減及び地域特性を踏まえた部活動

改革への支援

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ 小学校給食費について、国の基準額では本市の実態に不足して

いることから、給食費無償化を安定的かつ公平に継続するた

め、地域の実態に即した単価設定を行い全額国費で措置するこ

と。また、中学校給食費についても、早期に無償化を実現する

こと。

（項目名）

義務教育における給食費の完全無償化及び地域特性を踏まえた部活

動改革への支援

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ 小学校給食費について、国の基準額では札幌市の実態に不足し

ていることから、給食費無償化を安定的かつ公平に継続するた

め、地域の実態に即した基準額の引き上げを行う等により、全

額国費による完全無償化を実施すること。また、中学校給食費

についても、早期に無償化を実現すること。
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最 重 点



令和９年度 札幌市重点要望（5/15調査特別委員会資料からの主な修正点）

分 野 項 ⽬ 名
P６

生活・暮らし、環境 バス路線維持に関する支援の強化

旧 新

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ 事業者や自治体による運転手確保に向けた取組について、補助

金の拡充や特別交付税措置の新設等、財政支援を拡充するこ

と。

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ 事業者や自治体による運転手確保に向けた取組について、補助

対象経費の拡大や運転手確保支援措置に対する特別交付税措置

の新設等、持続可能な体制構築に向けた財政支援を拡充するこ

と。

-2-

最 重 点



令和９年度 札幌市重点要望（5/15調査特別委員会資料からの主な修正点）

分 野 項 ⽬ 名
P13

経済、スポーツ・文化 ＧＸ/ＡＩへの投資促進に対する支援

旧 新

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ ＧＸ/ＡＩ分野を核としたスタートアップの集積やＡＩ人材の育

成・確保などを目指し、整備に向けた検討を加速化させている

ＧＸ・ＡＩスタートアップ拠点の実現に向け、整備及び持続的

な運営に係る財政支援や機能整備に向けた支援を講じること。

（背景（現状・課題等））※修正箇所抜粋

⬤ この環境を最大限に活用した企業誘致や投資呼び込みの実行段

階に入り、金融機能の集積・強化の実現に向けて、国内外から

の更なる投資獲得が不可欠となる。

⬤ また、東京一極集中のリスク回避と経済安全保障の観点から、

再エネ供給地へのAI拠点の戦略的配置が急務となっており、世

界的にGX投資が加速する中、ＧＸとＡＩを融合した技術革新の

発信や、人口減少・積雪寒冷といった過酷な条件下でのＡＩ実

装（自動運転等）は、世界展開可能な普遍的技術として海外投

資の起爆剤と成り得る。

⬤ このＧＸ/ＡＩの一体的な推進による札幌の成功は、日本の新た

な地域未来戦略のモデルとなる。

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ ＧＸ/ＡＩ分野を核としたスタートアップの集積やＡＩ人材の育

成・確保などを目指し、整備に向けた検討を加速化させている

ＧＸ・ＡＩスタートアップ拠点について、整備及び持続的な運

営に係る財政支援や機能の充実に向けた支援を講じるととも

に、国産AI基盤モデルの開発を推進する重要拠点として活用す

ること｡

（背景（現状・課題等））※修正箇所抜粋

⬤ この環境を最大限に活用した企業誘致や投資呼び込みの実行段

階に入り、金融機能の集積・強化の実現に向けて、国内外から

の更なる投資獲得が不可欠となる。そのためには、国・関係機

関のワンストップ窓口設置やＧＸ推進機構による債務保証の一

層の制度拡充など、更なる環境整備が今後必要になる。

⬤ また、東京一極集中のリスク回避と経済安全保障の観点から、

再エネ供給地へのＡＩ拠点の戦略的配置やＡＩロボット･フィジ

カルＡＩの開発基盤となる国産ＡＩ基盤モデルの開発が急務と

なっている。

⬤ 世界的にＧＸ投資が加速する中、ＧＸとＡＩを融合した技術革

新の発信や、人口減少・積雪寒冷といった過酷な条件下での

ＡＩ実装（自動運転等）は、世界展開可能な普遍的技術として

海外投資の起爆剤と成り得る。

※図表への追記あり　　
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最 重 点



令和９年度 札幌市重点要望（5/15調査特別委員会資料からの主な修正点）

分 野 項 ⽬ 名
P14

経済、スポーツ・文化 人手不足分野の人材確保と外国人の受入・共生に向けた支援

旧 新

（背景（現状・課題等））※修正箇所抜粋

⬤ 少子高齢化による深刻な人手不足に対し、自治体単独での対応

には限界があり、全国規模の支援と地域の実情に応じた取組の

両輪での対応が必要。

（背景（現状・課題等））※修正箇所抜粋

⬤ 少子高齢化による深刻な人手不足に対し、自治体単独での対応

には限界があることに加え、冬の生活不安や雪への不慣れ等に

よる外国人材の道外流出など、積雪寒冷地特有の課題もあり、

全国規模の支援と地域の実情に応じた取組の両輪での対応が必

要。
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最 重 点



令和９年度 札幌市重点要望（5/15調査特別委員会資料からの主な修正点）

分 野 項 ⽬ 名
P15

経済、スポーツ・文化 多極分散型経済圏の形成に向けた政府機関移転と社会基盤の強化

旧 新

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ 大規模災害等による国家機能停止を回避する東京一極集中の是

正と地方の生産年齢人口の減少による経済力低下の防止が急務

であることから、首都の危機管理機能の分散と多極分散型経済

圏の形成に向け、空港やエネルギー・通信網等への集中投資、

有事に即応できる国と地方の連携体制を構築すること。

⬤ 人口減少社会における地方の経済成長や社会機能の維持・向上

を見据えて、さらなる地方創生の推進が必要であることから、

政府関係機関の地方移転について、地域の実情・特性に応じ、

着実に実施すること。

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ 大規模災害等による国家機能停止を回避する東京一極集中の是

正と地方の生産年齢人口の減少による経済力低下の防止が急務

である。首都圏との同時被災リスクの低さや強固な地盤に加

え、国の出先機関が集積し、丘珠空港や新千歳空港、重要港湾

への優れた交通アクセス網を有するなど、首都中枢機能をバッ

クアップする基盤を備え、道都として多極分散型経済圏を形成

する役割も期待される札幌市に対し、空港やエネルギー･通信網

等への集中投資により､有事に即応できる国と地方の連携体制の

構築に向けて更なる機能強化を図ること。

⬤ また､人口減少社会における地方の経済成長や社会機能の維持･

向上を見据えて､さらなる地方創生の推進が必要であることから

､最適な大都市制度のあり方の検討や政府関係機関の地方移転に

ついて、地域の実情・特性に応じ、着実に実施すること｡

-5-



令和９年度 札幌市重点要望（5/15調査特別委員会資料からの主な修正点）

分 野 項 ⽬ 名
P17

都市空間 市街地再開発事業など都市の魅力向上や防災性を高める事業への支援

旧 新

（項目名）

都市の魅力向上や防災性を高める市街地再開発事業への支援

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ 資材価格等が高騰している状況下で、市街地再開発事業を計画

的かつ確実に推進するため、十分な財源措置を講じること。

（背景（現状・課題等））※修正箇所抜粋

⬤ 特に都心部においては、北海道新幹線札幌開業を見据え、広域

交通結節点としての機能強化が進められるとともに、民間によ

る複数の大型再開発プロジェクトが進行中であり、高機能オ

フィスの整備や国際水準のハイグレードホテルの誘致、脱炭素

化を加速するエネルギー転換の推進のほか、災害時に活用でき

る一時滞在施設等が整備される予定である。 

（項目名）

市街地再開発事業など都市の魅力向上や防災性を高める事業への支

援

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ 資材価格等が高騰している状況下で、市街地再開発事業等を計

画的かつ確実に推進するため、十分な財源措置を講じること。

（背景（現状・課題等））※修正箇所抜粋

⬤ 特に都心部においては、北海道新幹線札幌開業を見据え、広域

交通結節点としての機能強化や移動の利便性・回遊性を向上す

る新たな公共交通システム構築に向けた取組が進められるとと

もに、民間による複数の大型再開発プロジェクトが進行中であ

り、高機能オフィスの整備や国際水準のハイグレードホテルの

誘致、脱炭素化を加速するエネルギー転換の推進のほか、災害

時に活用できる一時滞在施設等が整備される予定である。 

※図表の追加あり
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最 重 点



令和９年度 札幌市重点要望（5/15調査特別委員会資料からの主な修正点）

分 野 項 ⽬ 名 P19
①都市空間 丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化

旧 新

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ 滑走路延長の2030年供用に向けた事業化の調査・検討及び早期

事業化を行うこと。

⬤ 民間航空機の増便と自衛隊の運用の両立に向けた協議・調整及

び空港敷地拡張に向けた支援を講じること。

⬤ ビジネスジェットの利用拡大に向けた環境整備を行うこと。

⬤ 防災拠点化に向けた施設整備及び空港を核とした周辺まちづく

りへの支援等を行うこと。

（背景（現状・課題等））※修正箇所抜粋

⬤ 都心に近接する丘珠空港は、道内航空ネットワークの拠点であ

り道外とも結ぶ空港として、北海道全体の観光振興や経済の活

性化、医療・防災機能などの面で大きな可能性を有することか

ら、今後更なる丘珠空港の活用を図っていくため、令和４年11

月に「丘珠空港の将来像」を策定。

⬤ 将来像の実現に向けて、関係機関等で構成される会議体を立ち

上げ、空港機能強化に向けた課題の洗い出しや対応の方向性に

ついて協議を実施し、機能強化の柱となる滑走路延長について

最短と考えられる2030年供用開始を目指している。

（要望内容）※修正箇所抜粋

⬤ 滑走路延長の2030年供用に向けた早期事業化及び早期着工を行

うとともに、民間航空機の増便と自衛隊の運用の両立のための

空港敷地拡張及びこれに伴う空港緑地の再整備に向けた支援を

講じること。

⬤ 丘珠空港ターミナルビル拡張と合わせて、旅客取扱施設利用料

の導入や駐車場運営とターミナルビル運営の一体化など札幌丘

珠空港ビル㈱の経営機能の強化に向けた支援及びビジネス

ジェットの利用拡大に向けた専用施設やＣＩＱ機能等の環境整

備への支援を行うこと。

⬤ 滑走路延長後を見据えて、路線拡充や防災拠点化を想定した

ターミナルエリア（エプロン）拡張及び産業誘致や道路整備等

の空港周辺まちづくりへの支援等を行うこと。

（背景（現状・課題等））※修正箇所抜粋

⬤ 丘珠空港は観光振興や医療・防災機能などで大きな可能性を有

することから、今後更なる活用を図っていくため、令和４年11

月に「丘珠空港の将来像」を策定し、滑走路延長については、

最短と考えられる2030年供用開始を目指している。
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最 重 点



令和９年度 札幌市重点要望（5/15調査特別委員会資料からの主な修正点）

分 野 項 ⽬ 名 P19
②都市空間 丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化

旧 新

（背景（現状・課題等））※修正箇所抜粋

⬤ 丘珠空港は、国（国交省・防衛省）が管理する共用空港で

あり、本市が策定した「丘珠空港の将来像」の実現に向け

ては、国の理解と協力が必須である。

⬤ 令和７年度国土交通省予算に丘珠空港の滑走路延長に係る

調査費が計上され、北海道開発局と東京航空局が主体とな

り実施しているパブリック・インボルブメントにおいて、

周知広報や住民説明会、市有施設でのパネル展の開催など

本市も連携して取り組んでいるところ。

⬤ 空港機能強化によって、現在夏ダイヤのみの運航となって

いるリージョナルジェット機が通年運航可能となるほか、

ビジネスジェットも含めた運航可能機材が増える等、丘珠

空港が持つ役割の強化につながり、それが札幌のみならず

北海道全体の発展に寄与する。

⬤ また、近年の航空需要の高まりや空港の機能強化等による

将来的な増便を見据え、早急に民間航空機の安全運航と自

衛隊機の訓練の両立を図るための空港敷地の拡張が必要で

ある。

（背景（現状・課題等））※修正箇所抜粋

⬤ 令和７年度国土交通省予算に丘珠空港の滑走路延長に係る

調査費が計上され、国が実施したパブリック・インボルブ

メントでは機能強化の必要性と早期供用開始への期待の大

きさが認められた。

⬤ 今後、早期事業化・着工とともに、滑走路延長等でリー

ジョナルジェット機が通年運航可能となることを見据え

て、民間航空機の増便と自衛隊機の訓練の両立を図るため

の空港敷地の拡張と緩衝帯となる空港緑地の整備が必要で

ある。

⬤ また、旅客数増加を踏まえた空港ターミナルビルの拡張に

あたっては、札幌丘珠空港ビル㈱の経営機能の強化が必要

不可欠であり、旅客取扱施設利用料の導入や空港駐車場と

ターミナルビルの一体経営などに向けた協議、国の支援が

必要である。

⬤ また、ビジネスジェットの利用促進に向けて専用施設や

ＣＩＱの整備等を進め、インバウンド誘致を含めた役割強

化を目指しており、この点でも国の支援が必要である。

⬤ さらに、就航路線を拡充しつつ、防災拠点化を図るために

は、格納庫等の設置を見据えたターミナルエリア（エプロ

ン）の拡張が必要であるとともに、空港周辺地域との共生

に向けて産業誘致や道路等のインフラ整備への国の支援が

必要である。
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最 重 点


